
   あきる野市生物多様性保全条例（案） 

 （目的） 

第１条 この条例は、あきる野市環境基本条例（平成１６年あきる野市条例第１号）第３条

に規定する基本理念にのっとり、生物多様性の保全に関し必要な事項を定めることにより、

市内に生息し、又は生育する希少な生物を保護し、これを将来の世代に継承していくこと

を目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 （１） 生物多様性 様々な生態系が存在すること並びに生物の種間及び種内に様々な差

異が存在することをいう。 

 （２） 希少種 市内に生息し、又は生育する野生動植物の種（亜種又は変種がある種に

あっては、その亜種又は変種とする。以下同じ。）のうち、次のアからオまでのい

ずれかに該当するものをいう。 

    ア 種の存続に支障を来す程度にその種の個体の数が著しく少ないこと。  

    イ その種の個体の数が著しく減少しつつあること。 

    ウ その種の個体の主要な生息地又は生育地（以下「生息地等」という。）が消滅

しつつあること。 

    エ その種の個体の生息又は生育（以下「生息等」という。）の環境が著しく悪化

しつつあること。 

    オ アからエまでに掲げるもののほか、その種の存続に支障を来す事情があること。 

 （３） 市民 市内に在住、在勤又は在学している者をいう。 

 （市の責務） 

第３条 市は、生物多様性の保全に努めるとともに、希少種の保護に関する基本的かつ総合

的な施策を策定し、実施しなければならない。 

２ 市は、野生動植物の種が置かれている状況の把握に努めなければならない。  

３ 市は、広報活動等を通じて、生物多様性の保全及び希少種の保護の必要性に関し、市民、

旅行者及び滞在者（以下「市民等」という。）並びに事業者の理解を深めるとともに、そ

の意識の高揚に努めなければならない。 

 （市民等の責務） 

第４条 市民等は、希少種の保護が生物多様性の保全に欠くことのできないものであること

を認識し、希少種の生息等に支障を及ぼさないよう配慮するとともに、市が実施する希少

種の保護に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第５条 事業者は、生物多様性に配慮した事業活動を行い、その事業活動によって生じる希

少種の生息等の環境の悪化を防止するための措置を講じるとともに、市が実施する希少種

の保護に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 （土地の開発等における配慮） 

第６条 市、市民及び事業者は、土地の開発及び整備を行うに当たっては、あらかじめその



土地を含む周辺の地域における希少種の生息等の状況を把握し、希少種の保護に十分配慮

しなければならない。 

 （財産権の尊重等） 

第７条 この条例の適用に当たっては、関係者の所有権その他の財産権を尊重し、市民の生

活の安定及び福祉の維持向上に配慮しなければならない。 

 （指定種の指定） 

第８条 市長は、次に掲げるもの以外の希少種のうち、特に保護する必要があると認める種

をあきる野市希少野生動植物種（以下「指定種」という。）として指定することができる。  

 （１） 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法律第７５号。

以下「法」という。）第４条第２項に規定する希少野生動植物種 

 （２） 東京における自然の保護と回復に関する条例（平成１２年東京都条例第２１６号。

以下「都条例」という。）第３９条第１項の規定により指定された東京都希少野生

動植物種 

２ 市長は、前項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）をしようとす

るときは、あらかじめあきる野市環境審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、指定をしようとするときは、次に掲げる事項を告示しなければならない。  

 （１） 指定をしようとする種 

 （２） 指定をしようとする理由 

４ 前項の規定による告示があったときは、利害関係者は、当該告示があった日から起算し

て１４日を経過する日までに、同項各号の内容について、市長に意見書を提出することが

できる。 

５ 市長は、前項の意見書の提出があった場合において、指定に関し広く意見を聴く必要が

あると認めるときは、公聴会を開催するものとする。 

６ 市長は、指定をするときは、次に掲げる事項を告示しなければならない。  

 （１） 指定をする種 

 （２） 指定をする理由 

７ 指定は、前項の規定による告示によってその効力を生ずる。 

８ 市長は、指定種の生息等の状況の変化その他の事情により指定の必要がなくなったと認

めるときは、指定を解除しなければならない。 

９ 第２項、第６項及び第７項の規定は、前項の規定による指定の解除について準用する。 

１０ 指定種が第１項各号のいずれかに該当することとなった場合は、当該該当することと

なった日に当該指定種の指定が解除されたものとみなす。この場合において、市長は、次

に掲げる事項を速やかに告示しなければならない。 

（１） 指定が解除された種 

（２） 指定が解除された理由 

（３） 指定解除年月日 

 （捕獲等の禁止） 

第９条 指定種の生きている個体（卵及び種子を含む。以下同じ。）は、捕獲、採取、殺傷

又は損傷（以下「捕獲等」という。）をしてはならない。ただし、次に掲げる場合は、こ



の限りでない。 

 （１） 第１０条第１項の許可を受けてその許可に係る捕獲等をする場合 

 （２） 第１３条第１項の規定により締結した協定で定めるところにより行う保護として

の捕獲等をする場合 

 （３） 第１４条第３項第４号の保護計画で定めるところにより捕獲等をする場合 

 （４） 人の生命又は身体の保護その他の規則で定めるやむを得ない事由がある場合  

２ 前項第４号の規定に該当して捕獲等をした者は、当該捕獲等をした日から起算して１月

以内に、規則で定めるところにより市長に届け出なければならない。 

 （捕獲等の許可） 

第１０条 学術研究又は繁殖の目的その他の規則で定める目的で指定種の生きている個体の

捕獲等をしようとする者は、あらかじめ、規則で定めるところにより、市長の許可を受け

なければならない。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の許可をしてはならない。  

（１） 捕獲等の目的が前項に規定する目的に適合しない場合 

 （２） 捕獲等によって指定種の保護に支障を及ぼすおそれがある場合 

 （３） 捕獲等をする者が適切な飼養栽培施設を有しないことその他の理由により捕獲等

に係る個体を適切に取り扱うことができないと認められる場合 

３ 市長は、第１項の許可に当たっては、指定種の保護のために必要な限度において、条件

を付することができる。 

 （譲渡し等の禁止） 

第１１条  指定種の生きている個体は、譲渡し若しくは譲受け又は引渡し若しくは引取り

（以下「譲渡し等」という。）をしてはならない。ただし、次に掲げる場合は、この限り

でない。 

 （１） 第１２条第１項の許可を受けてその許可に係る譲渡し等をする場合 

 （２） 第１３条第１項の規定により締結した協定で定めるところにより行う保護として

の譲渡し等をする場合 

 （３） 第１４条第３項第４号の保護計画で定めるところにより譲渡し等をする場合 

 （譲渡し等の許可） 

第１２条 学術研究又は繁殖の目的その他の規則で定める目的で指定種の生きている個体の

譲渡し等をしようとする者は、あらかじめ、規則で定めるところにより、市長の許可を受

けなければならない。  

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の許可をしてはならない。 

 （１） 譲渡し等の目的が前項に規定する目的に適合しない場合 

 （２） 譲受人又は引取人が適切な飼養栽培施設を有しないことその他の理由により譲受

け又は引取りに係る個体を適切に取り扱うことができないと認められる場合 

３ 市長は、第１項の許可に当たっては、指定種の保護のために必要な限度において、条件

を付することができる。 

 （生息地等保全協定の締結等） 

第１３条 市長は、希少種の保護のため必要があると認めるときは、その種の個体の生息地



等及びこれらと一体的にその保全を図る必要がある区域の土地の所有者その他の規則で定

める関係者（以下「土地の関係者」という。）と当該区域の土地の保全に関する協定（以

下「生息地等保全協定」という。）を締結することができる。 

２ 生息地等保全協定は、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 （１） 保護の対象となる希少種及びその保護の方法 

 （２） 保全の対象となる区域及びその土地の保全の方法 

 （３） 市が行う当該希少種の保護及び当該土地の保全に係る支援に関する事項 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、市長が土地の関係者と協議の上、必要と認める事項 

３ 生息地等保全協定を締結した土地の関係者は、生息地等保全協定で定める事項を遵守し

なければならない。 

４ 市長は、当該土地の関係者に対し、必要な助言、指導又は情報提供をするものとする。 

５ 市長は、希少種の保護のため必要があると認めるときは、生息地等保全協定を締結した

区域において、希少種の保護に支障を及ぼすおそれのある行為をする者に対し、その行為

の実施方法に関し必要な助言又は指導をすることができる。 

 （保護区域の指定） 

第１４条 市長は、次に掲げるもの以外の区域のうち、指定種の個体の生息地等及びこれら

と一体的にその保護を図る必要がある区域であって、その個体の分布状況及び生態その他

その個体の生息等の状況を勘案してその指定種の保護のため重要と認める区域をあきる野

市希少野生動植物種保護区域（以下「保護区域」という。）として指定することができる。 

 （１） 法第３６条第１項の規定により指定された生息地等保護区  

 （２） 自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）第１４条第１項の規定により指定さ

れた原生自然環境保全地域 

 （３） 自然環境保全法第２２条第１項の規定により指定された自然環境保全地域 

 （４） 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条第１号に規定する自然公園の区

域 

 （５） 都条例第１７条第１項の規定により指定された保全地域 

 （６） 都条例第４３条第１項の規定により指定された東京都希少野生動植物保護区  

２ 市長は、前項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）をしようとす

るときは、あらかじめあきる野市環境審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、指定をしようとするときは、当該指定をしようとする保護区域の名称及び位置

並びに縦覧期間及び縦覧場所を告示し、次に掲げる事項を当該告示した日から起算して 

１４日を経過する日までの間、公衆の縦覧に供さなければならない。 

 （１） 指定をしようとする保護区域の名称 

 （２） 当該保護区域に係る指定種 

 （３） 当該保護区域の指定をしようとする区域 

 （４） 当該保護区域に係る指定種の保護計画 

 （５） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める事項 

４ 前項の規定による告示があったときは、指定をしようとする区域の住民及び利害関係者

は、同項に規定する期間が経過する日までの間に、同項各号の内容について、市長に意見



書を提出することができる。 

５ 市長は、前項の意見書の提出があった場合において、指定に関し広く意見を聴く必要が

あると認めるときは、公聴会を開催するものとする。 

６ 市長は、指定をするときは、次に掲げる事項を告示しなければならない。  

 （１） 指定をする保護区域の名称 

 （２） 当該保護区域に係る指定種 

 （３） 当該保護区域の指定をする区域 

 （４） 当該保護区域に係る指定種の保護計画 

 （５） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める事項 

７ 指定は、前項の規定による告示によってその効力を生じる。 

８ 市長は、保護区域に係る指定種の個体の生息等の状況の変化その他の事情により指定の

必要がなくなったと認めるとき又は指定を継続することが適当でないと認めるときは、指

定を解除しなければならない。 

９ 第２項、第６項及び第７項の規定は、前項の規定による指定の解除について準用する。

この場合において、第６項第４号中「当該保護区域に係る指定種の保護計画」とあるのは、

「当該保護区域の指定を解除する理由」と読み替えるものとする。 

 （保護区域における行為の制限） 

第１５条 保護区域においては、次に掲げる行為は、規則で定めるところにより、あらかじ

め市長の許可を受けなければ、してはならない。ただし、非常災害のために必要な応急措

置として行う行為は、この限りでない。 

 （１） 建築物その他の工作物を新築し、改築し、又は増築すること。 

 （２） 宅地を造成し、土地を開墾し、その他土地（水底を含む。）の形質を変更するこ

と。 

 （３） 鉱物を採掘し、又は土石を採取すること。 

 （４） 水面を埋め立て、又は干拓すること。 

 （５） 木竹を伐採すること。 

２ 市長は、前項各号に掲げる行為が保護区域の自然環境の保護に支障を及ぼすと認めると

きは、同項の許可をしてはならない。 

３ 市長は、第１項の許可に当たっては、保護区域の自然環境の保護のために必要な限度に

おいて、条件を付することができる。 

４ 第１項ただし書の規定に該当して同項各号に掲げる行為をした者は、当該行為をした日

から起算して１月以内に、規則で定めるところにより市長に届け出なければならない。 

５ 国又は地方公共団体が行う行為については、第１項の許可を受けることを要しない。こ

の場合において、当該国又は地方公共団体は、当該行為を行おうとするときは、あらかじ

め市長に協議しなければならない。 

６ 国又は地方公共団体は、第４項の規定による届出を要する行為を行ったときは、同項の

規定の例により、市長にその旨を通知しなければならない。 

７ 次に掲げる行為については、第１項の規定は、適用しない。 

 （１） 第１４条第１項の規定による指定をした時に既に着手している行為 



 （２） 第１４条第３項第４号の保護計画の実施に係る行為 

 （３） 通常の管理行為又は軽易な行為のうち、保護区域の自然環境の保護に支障を及ぼ

すおそれのない行為 

 （変更の許可） 

第１６条 前条第１項の許可を受けた行為の変更は、あらかじめ、規則で定めるところによ

り、市長の許可を受けなければ、してはならない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の許可について準用する。 

 （指導及び助言等） 

第１７条 市長は、指定種の保護のため必要があると認めるときは、第１５条第１項の許可

を受けた者に対し、当該許可を受けた行為による指定種の生息等への影響をできる限り回

避し、又は低減するよう指導及び助言をするものとする。 

２ 市長は、当該許可を受けた者が当該許可を受けた行為によって指定種の生息等に必要な

自然環境に支障を及ぼした場合において、相当の期間を定めて、原状回復を命じ、又は原

状回復が著しく困難である場合に、これに代わるべき措置をとるべき旨を命ずることがで

きる。 

 （保護区域の土地に係る固定資産税等の減額又は免除） 

第１８条 市長は、保護区域として指定した土地に係る固定資産税又は都市計画税について、

当該土地をあきる野市税賦課徴収条例（平成７年あきる野市条例第３６号）第７１条第１

項第４号の特別の事由があるものに該当するものとすることができる。 

 （保護行為に対する支援） 

第１９条 市長は、生息地等保全協定を締結した区域又は保護区域において、希少種又は指

定種の保護のため必要な行為をする者に対し、必要な支援をすることができる。 

 （外来種等の放逐の禁止等） 

第２０条 何人も、国内及び国外を問わず人為的に移動した動植物で、市内における地域の

在来種を圧迫し、生態系に著しく悪影響を及ぼすおそれのある種の個体（以下「外来種  

 等」という。）を放ち、又は植栽し、若しくはその種子をまいてはならない。  

２ 何人も、外来種等の拡大を防ぐよう努めなければならない。 

３ 市長は、外来種等による生物多様性への影響を防止する対策を実施するよう努めなけれ

ばならない。 

 （許可の取消し） 

第２１条 市長は、第１０条第１項、第１２条第１項、第１５条第１項又は第１６条第１項

の許可を受けた者が偽りその他不正な手段により当該許可を受けたときは、当該許可を取

り消すことができる。 

 （中止命令等） 

第２２条 市長は、次に掲げる者に対して、違反行為の中止を命じ、又は相当の期間を定め

て、原状回復を命じ、若しくは原状回復が著しく困難である場合に、これに代わるべき措

置をとるべき旨を命ずることができる。 

 （１） 第１５条第１項又は第１６条第１項の規定に違反した者 

 （２） 第１０条第３項、第１２条第３項又は第１５条第３項（第１６条第２項の規定に



より準用される場合を含む。）の規定により許可に付せられた条件に違反した者 

 （報告、検査等） 

第２３条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、第１０条第１項、第１２条第１

項、第１５条第１項又は第１６条第１項の許可を受けた者に対し、当該許可を受けた捕獲

等若しくは譲渡し等又は行為（以下これらを「行為等」という。）の実施状況その他必要

な事項について報告を求めることができる。 

２ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、前項に規定する者が行為

等を行う土地若しくは建物内に立ち入り、当該行為等の実施状況を検査させ、関係者に質

問させ、又は当該行為等の自然環境に及ぼす影響を調査させることができる。 

３ 前項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。  

４ 第２項の規定による立入検査及び立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。 

 （公表） 

第２４条 市長は、第２２条の規定による中止命令等に違反した者があるときは、当該違反

した者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地）並びに違反の事実を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該違反した者に対して、あら

かじめ意見を述べる機会を与えなければならない。 

 （委任） 

第２５条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 （罰則） 

第２６条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に

処する。 

 （１） 第９条第１項又は第１１条の規定に違反した者 

 （２） 第２２条の規定による命令に違反した者 

第２７条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金に

処する。 

 （１） 第１０条第３項、第１２条第３項又は第１５条第３項（第１６条第２項の規定に

より準用される場合を含む。）の規定により付された条件に違反した者  

 （２） 第１５条第１項又は第１６条第１項の規定に違反した者 

第２８条 第２３条第１項に規定する報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同条第２

項の規定による立入検査若しくは立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問

に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者は、２０万円以下の罰金に処する。 

 （両罰規定） 

第２９条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人

又は人の業務に関し、前３条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対して、各本条の罰金刑を科する。 

   附 則 

 この条例は、平成  年  月  日から施行する。 


